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協会設立から現在に至るまでの歴史 

 

昭和43年 5 月   社団法人新潟県浄化槽協会設立総会(23日、県民会館) 

          ・事務局を新潟県衛生部環境衛生課内に設置 

昭和43年 9 月   社団法人新潟県浄化槽協会の設立認可（7日） 

昭和43年11月   機関誌「浄化槽にいがた」創刊号の発行 

昭和44年 4 月   浄化槽設備士制度を創設 

昭和46年 4 月     浄化槽維持管理士制度を創設 

昭和48年 8 月      事務局を新潟県生活環境部環境保全課内に移転 

昭和52年 5月       創立10周年記念式典開催 (21日) 

昭和58年 3 月      「浄化槽ハンドブック」の発行 

昭和58年 5 月      浄化槽法の公布（施行 昭和60年10月） 

昭和60年 9 月      協会事務所を新潟県公社総合ビル内に移転 

昭和62年 5 月      創立20周年記念式典開催（26日） 

平成 5 年 7 月      新潟県浄化槽団体協議会の設立（保全協会、浄化槽協会、工業会） 

平成 9 年 4 月      新潟県浄化槽団体協議会に清掃協会が加入 

平成 9 年 5 月      創立30周年記念式典開催（20日） 

平成12年 3 月      新潟県浄化槽団体協議会の解散 

平成12年 4 月      社団法人新潟県浄化槽整備協会発足（4団体統合、県浄化槽協会が存続団体） 

平成12年 6 月      浄化槽法の一部を改正する法律の公布（施行 平成13年4月） 

          ・単独処理浄化槽の設置が原則禁止され、合併処理浄化槽への転換義務が定められる。  

平成14年 7 月      新潟県浄化槽総合管理協議会の設立（県浄化槽検査機関連絡協議会と構成） 

平成14年12月   ｢浄化槽ハンドブック｣の改訂版の発行 

平成15年 1 月     「浄化槽型式認定集」の発行 

平成16年10月   「新潟県中越大地震」の発生と対応（初期対応と被害実態調査） 

平成17年 5 月      浄化槽法の一部を改正する法律の公布（施行 平成18年2月） 

                 ・①浄化槽放流水の水質基準の設定、②未受検者への指導の強化 ほか 

平成17年 6 月      中越大震災に関する被害実態調査報告書の作成（全浄連委託事業） 

平成18年 2 月     「浄化槽の実務Q＆A」の発行 

平成19年 3 月     「新潟県中越大震災浄化槽被害記録集」の発行 

平成19年 5 月      創立40周年記念式典開催 (23日) 

平成19年 7 月     「新潟県中越沖地震」の発生と対応（初期対応と被害実態調査） 

平成20年 1 月     「中越沖地震に関する被害実態調査報告書」の作成（全浄連委託事業） 

平成25年 4 月       新公益法人制度において一般社団法人に移行 

平成25年 9 月     「第１回浄化槽管理士講習新潟会場」の開催（日本環境整備教育センター主催）令

和4年7月まで３年ごとに開催）） 

平成27年 2 月       新潟県浄化槽総合管理協議会の解散 

平成27年11月   「浄化槽シンポジウム新潟2015」の開催（5日） 

           ・地域特性に応じた生活排水処理施設整備に向けて議会や行政関係者を主な対象 

平成29年 5 月       創立50周年記念式典開催（26日） 

令和 元年 6 月       浄化槽法の一部を改正する法律の公布（施行 令和2年4月） 

            ・①特定既存単独処理浄化槽に対する措置、②公共浄化槽、③浄化槽台帳の整備  

④浄化槽管理士に対する研修機会の確保など 

令和 3 年 9 月      「浄化槽管理士研修」の開催（浄化槽法改正の「浄化槽管理士に対する研修の機会

の確保」に基づく。以降、毎年度開催） 

令和 7 年10月      「浄化槽トップセミナー新潟」の開催（28日 環境省主催） 

・県内の首長、議会議員、地方公共団体の政策決定に携わる方や浄化槽行政担当者を主な対象  


